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塩田総務担当理事からのメッセージ

事務改革推進の必要性とお願い
京都大学では，業務の多様化，高度化，複雑化が進み，外部資金や競争的資金の

増加などにより事務量が増加の一途を辿っていますが，定員削減や総人件費改革に

よって職員数は減少しています。また，国立大学法人に対する運営費交付金が削減

されてきている中で，社会保障予算の増大や震災復興財源確保にともなう厳しい国

の財政事情下で国家公務員給与を削減する臨時特例法が施行され，更なる予算・人

件費（定員及び給与）削減への対応も視野に入れざるを得ない状況が迫っています。

このような厳しい状況においても，京都大学が引き続き世界のリーディング大学

として教育・研究・医療等の質を高め，更なる発展を遂げるという使命に応えるためには，職員一人ひとりが

モチベーションを高め最大限の能力を発揮していただく環境作りが重要と考えます。そのために「教育・研究・

医療等を支える事務組織の機能等の強化・職員の質の向上」に向けて，業務処理・事務組織・人事制度を見直し，

一体的に事務改革を進めるための検討を進めてきましたが，このたびその基本的な方針と今後の計画を策定し

ました。

今回の事務改革の基本方針となる「事務改革に係る基本的な考え方」（平成２４年１月２７日事務改革に係る部

局長会議ワーキング・グループ，同年２月７日部局長会議了承）［資料１ 参照］に基づいて，事務の効率化・集

約化の推進を基礎にした業務処理と事務組織の見直しを平成２５年４月の実施に向け検討を開始するとともに，

以下のような具体的な業務処理の効率化等を平成２４年４月から実施し，引き続き業務処理の改善（京都大学

ホームページ－「教職員の方」－「事務改革」にて公開。）に取り組んでいくこととなります。

● 決裁処理の見直し（原議書の徹底削減，決裁権限の下位への委譲）による文書処理の迅速・効率化の促進
● 法人文書管理業務の合理化（保存管理の対象文書の削減）による事務の軽減
● 大学情報の一元管理体制の構築による情報提供業務の効率化［資料２ 参照］



3610

京大広報 2012.4　号外

また，職員一人ひとりがモチベーションを高め最大限のパフォーマンスを発揮していただくため，事務職員

の人事制度の見直しについても検討を進めてきました。［資料３ 参照］

具体的には，職員のキャリアパスを定め，個々の職員のキャリアプランを上司及び人事課と共有し，その適

性や資質を考慮した人事配置を行うとともに，各種研修制度を整備して計画的な人材育成を行うこととしてい

ます。人事評価についても，個々の職員の業務について目標管理や実績に応じたきめ細やかな評価制度の構築

を進めています。

更に，年齢にとらわれない人材登用への転換を図るため，新たな任用制度（勤務成績や能力に応じた昇任基準，

降任制度，統一採用試験によらない新たな採用方法の導入）や給与制度（職と級の一体化，降給制度の導入）を

平成２４年度から実施することとしています。

（事務系職員の人材育成の詳細については，京都大学ホームページ－「教職員の方」－「職員・人事・共済」又

は「事務改革」にて公開。）

以上に述べました事務改革を実行するためには，教職員一人ひとりに事務改革推進の必要性をご理解いただ

き，積極的にご協力いただくことが不可欠です。改めて，「事務改革に係る基本的な考え方」に記された方向性

や進め方等をご理解いただき，事務改革の推進にご協力いただきますようお願いいたします。

事務改革に係る基本的な考え方

平成24年1月27日　事務改革に係る部局長会議ワーキング・グループ

平成24年2月 7日　部局長会議了承

検討の背景

かねてからの大学改革の進展，新たな教育研究組織の設置や制度の導入，教育・研究・医療の高度化・

複雑化，外部資金や競争的研究費の増加，大学評価制度の導入等に加え，法人化に伴い，会計監査人や

監事による監査，中期目標・中期計画や年度計画の策定，非公務員化による新たな労働関係への対応な

ど様々な要因により事務量は増加の一途を辿っている一方，１０次にわたる定員削減や総人件費改革に

よって職員数は減少し，また，新たな教育研究組織の設置に応じて事務組織の細分化の進行・小規模事

務部が増加するに至っている。

こうした要因によって，事務職員一人当たりの業務の量・種類が増大するとともに，掛編成の少数細

分化・人材育成機能の低下が進み，結果として超過勤務の増大や病気休職者等の増加，事務処理の質・

効率性の低下といった課題に直面している。

更に，少子高齢化の進行による社会保障予算の膨張，震災復興財源等の確保など，我が国の厳しい財

政状況下においては，更なる予算・人件費（定員）削減への対応も視野に入れざるを得ない状況である。

こうした事務組織を取り巻く厳しい状況においてもなお，京都大学が引き続き世界のリーディング大

学としてその教育・研究・医療等の質を高め，更なる発展を遂げるという社会的使命に応えるために，「教

育・研究・医療等を支える事務組織の機能等の強化・職員の質の向上」に向けて，業務処理・事務組織・

人事制度を一体的に見直すことが必要となっている。

事務改革に係る基本的な考え方

こうした背景を踏まえ，本学における事務改革の推進に係る従前からの様々な取組等も考慮しつつ，

本年度に事務改革推進本部会議において「今後の事務改革の基本的な方向性について（中間報告）」（平成

資料１
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２３年１０月１７日）が取りまとめられ，これを基に４９部局の部局長と総務担当理事との間で意見交換

が実施された。その結果，業務の簡素合理化等の推進や人事システムの見直しについては基本的に賛同

が得られ，今後その内容・方針を基礎に実施に移される一方で，事務の集約化等について様々な貴重な

意見が示され，その内容をしっかりと整理して効果的なものとする必要があることなどから，事務改革

推進本部会議における検討に加え，部局長会議の下に本ワーキング・グループが設置された。

本ＷＧにおいては，事務組織を取り巻く状況をしっかりと確認したうえで，上記の事務改革推進本部

会議の中間報告の内容について更に検討を深めるとともに，同会議の下に置かれた専門部会において取

りまとめられた事務の系統ごとの部局固有の事務と集約化可能な事務等の整理についても検討したうえ

で，集約可能な事務とこれを処理する共通事務組織等について検討を重ね，更にその検討の考え方につ

いて各部局長の意見を集約しつつ，今後の事務処理や体制等について議論を深めてきたところである。

これらの議論を踏まえ，以下に事務の効率化・集約化に当たっての基本的な考え方を取りまとめる。

１．事務の効率化・集約化の推進

（１ ）教員の教育・研究活動に影響が生じないよう配慮しながら，総務業務，経理業務，施設管理業
務（安全衛生を含む。）などについて，効率化と質の向上の観点から集約化を進める。

（２ ）事務の効率化・集約化に併せて，本部事務の見直しを行い，本部からの権限の委譲を積極的に
行い，ワンストップ処理が可能となるよう迅速な意志決定の体制を整備するとともに，これに応
じた人員を移行する。

（３ ）事務の効率化・集約化に当たっては，遠隔地等の立地条件，国際性や共同利用拠点等の部局の
特性を考慮する。遠隔地部局の事務については，その実施体制を維持できるよう配慮する。

２．共通事務組織の設置

（１ ）集約された事務を行うため，共通事務組織の設置を検討する。
（２ ）共通事務組織は，教職員数，学生数，決算額等から生じる事務の質と量を総合的に考慮しながら，
スケール・メリットが活かせる適当な規模を検討する。

（３ ）共通事務組織は，部局の地理的な距離や機能，分野の類似性に配慮し検討する。
（４ ）共通事務組織には，部長・課長等を置き，関係部局長の下，事務を行う。
（５ ）共通事務組織には，部局ごとの担当者を配置し，窓口を明確にする。
（６ ）共通事務組織に，専門業務職の配置も考慮する。

３．部局の事務組織

（１ ）部局運営を支える事務組織を配置する。部局の事務組織には，部局の規模に応じて事務長，専
門職員その他必要な職員を配置する。

（２ ）事務長，専門職員その他の部局の事務組織の職員，共通事務組織の職員は，関係部局長の下，
事務を行う。

（３ ）事務長は，必要に応じて，共通事務組織の部長，副部長又は課長を兼任することができる。
（４ ）部局の将来構想等，その運営の根幹を担う委員会は事務長等が中心に対応する。

４．教務系業務の取扱い

（１ ）学生サービスに配慮し，学部又は大学院を持つ部局に教務掛等を配置する。
（２ ）留学生や経済支援等の集約可能な業務は，本部又は共通事務組織で行うことを検討する。
（３ ）教務事務の強化のため，時間雇用職員の位置付けを見直すことも検討する。
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５．図書系業務の取扱い

　図書系の業務及び事務組織の在り方については，図書館機構の検討等を踏まえながら，別途見直
しを行う。

６．事務の効率化・集約化に当たっての考慮事項

（１ ）時間雇用職員の配置や経費負担については，先行して事務を共通化している部局の例も踏まえ
ながら，適切なあり方を検討する。

（２ ）事務の効率化・集約化の推進と併せて，ワークフローやマニュアルを整備するとともに，予算
配分等業務のあり方の見直しも徹底的に行う。

（３ ）共通事務組織のスケール・メリットを活かし，長期間の職員の配置も考慮する。
（４ ）事務の効率化・集約化による効果を最大限に引き出して，今後の予算・人件費の削減に的確に
対応する。

７．事務の効率化・集約化等の検討体制

（１ ）平成２４年４月１日に，事務の効率化・集約化に向けた検討を行うため，部局長等による検討
会を設け，併せて準備室を置き，部局事務部の事務部長・事務長等に室員等の委嘱を行う。

（２ ）別表「共通事務組織検討の単位」の共通事務部の各グループごとに，部局長の下で行う事務と集
約化する事務の具体的な内容や事務処理のあり方，それらを実施するための組織体制等について，
詳細の検討を進める。

（３ ）この検討結果を踏まえ，平成２４年１０月から平成２５年４月１日までの間の実施可能な時期に，
全学的な事務の効率化・集約化等を行うものとする。

 別紙１

今後の事務処理体制のあり方

以下に掲げる具体的な業務の例については，例示であり，部局事務及び共通事務組織で処理する具体
的な業務については，４月以降，各部局の事情等を踏まえつつ，各グループにおいて業務の詳細な検討
を行ったうえで決定されるものである。

事務処理の流れ
① 部局事務組織で処理するもの

○ 部局長をサポートする業務や部局運営の根幹となる業務。

・具体的な業務の例
　総務系

　　教 授会及び各種委員会の運営，教育研究組織の設置・改廃・諸規程の制定改廃に係る方針決定，

教員選考・教員定員管理に係る業務　など

　経理系
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　　概算・予算事項に関する意思決定　など

　施設・安全系

　　施 設整備計画，施設整備費の構想段階における方針相談，部局環境保全方針及び安全衛生方針の

策定　など

　教務系

　　授業料免除等の一部の業務を除き全般

　研究支援系

　　競争的資金や産官学連携推進の企画立案，外部資金等の受入決定　など

　国際系

　　部 局における留学交流推進の企画立案，部局間協定の締結及び更新，共同利用・共同研究拠点に

係る国際関係業務　など

② 共通事務組織が一元的に処理するもの

○ 定型業務。（マニュアルに則った業務）

・具体的な業務の例
　総務系

　　旅行命令・依頼，勤務実績等の給与データ入力，兼業　など

　経理系

　　予算執行管理・報告，物品購入（政府調達基準未満），旅費，謝金　など

　施設・安全系

　　施 設の実態調査，工事契約，施設等の維持管理，環境負荷データの収集，労基署への届出書類作

成，過重労働の把握，RI関係定期報告書作成　など

　研究支援系

　　科 学研究費助成事業等競争的資金・受託研究・共同研究・寄附金（公募の周知，申請，受入，経

費執行，実績報告），特別研究員・研修員等の受入れ　など

　国際系

　　外 国出張に関する業務，招へい外国人学者等の受入関係，部局間学術交流協定，国際シンポジウ

ム　など

○ 大学としての決定権（本部と同等の権限）を有して行う業務。
　（業務によりサテライトとして組織配置する場合もある。）

・具体的な業務の例
　総務系

　　人 事事務関係のうち，教職員の任免（非常勤含む。），初任給及び諸手当等の決定，年末調整，社
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会保険関係業務　など

　経理系

　　（既に権限委譲は可能な限り実施済み）

　施設・安全系

　　工事執行関係，施設の有効活用・点検調査・修繕計画　など

　研究支援系・国際系

　　本部ＵＲＡ組織との連携による研究支援等業務　など

一元的に事務処理することによる迅速化，効率化，スケール・メリットの例

● 権限の委譲
　・非常勤の採用

　　　効果 ⇒ 採用手続きの短縮が可能となる。

● 事務簡素化（重複作業の削減を含む）
　・外部資金の受入審査

　　　効果 ⇒ 財 団からの研究助成や政府資金などについては，審査手続を簡略化（教授会等の附議

を省略）することで，速やかに行うことが可能となる。

　・科学研究費助成事業等競争的資金の申請書類のチェック

　　　効果 ⇒ 現 在行っている部局と本部の二重チェックを廃止することにより締切が複数設定され

なくなり，申請書類の作成期間の確保が可能となる。

　・マニュアル化

　　　効果 ⇒ 事 務簡素化に伴い，業務の作業手順等のマニュアル化が図れることにより，担当者ご

との判断が統一され，かつ，処理が迅速となりサービスの向上が可能となる。

● 専門的業務の効率化
　・施設等の維持管理・修繕，省エネ改修工事の実施，化学物質管理業務及び労働安全衛生業務等

　　　効果 ⇒ 専 門的な業務について，スケール・メリットにより専門知識を有した担当者の配置が

可能となり，担当者の判断及び処理が迅速となり効率化が図れ，サービスの向上化が

可能となる。

● スケール・メリット
　・工事執行の一括契約

　　　効果 ⇒ スケール・メリットを活かし，コスト縮減が可能となる。

　・人材の育成

　　　効果 ⇒ 専 門性をもった職員を配置すること及び多様な事例の集積による職員の知識が豊富と

なる。

 など

③ 例外的に共通事務組織と本部が共同的に事務処理するもの
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○  大学として取り纏めが必要な業務（単なる取り纏めの業務は除く。）や，特定の専門性を必要と
する業務で，共通事務組織に専門性を有する職員を配置しつつ，本部が支援して共通事務組織
で処理することが効果的な業務。

・具体的な業務の例
　総務系

　　教育研究組織の設置（設置審査）手続，事件・事故等に係る対応業務（処分手続き含む。）　など

　経理系

　　概算・予算要求書の作成　など

　施設・安全系

　　施設整備計画，施設整備費要求関係　など

　研究支援系

　　安全保障輸出管理，知的財産業務　など

　国際系

　　グローバル人材育成，研究者交流　など

共通事務組織に専門性を有する職員を配置して事務を処理することによるメリットの例

● 知識・経験等専門性を有する限られた職員の配置が容易となる。
● 本部の支援体制や相談体制の強化が容易となる。
● これらにより，事務処理機能や部局の支援機能の強化が期待できる。
● 部局事務の職員が広範な業務を専門性を求められながら担当している状況の軽減が期待できる。

 別紙２

事務の効率化・集約化の進め方【概要】

平成２４年４月１日
●現状の事務組織を基本として事務職員等を配置。

　－事務処理体制の変更，事務室の移動等は行わない。－

●事 務の効率化・集約化に向けた検討を行うため，部局長等による検討会を設け，併せて準備室を置

き，部局事務部の事務部長・事務長等に室員等の委嘱を行う。

平成２４年４月～
●引 き続き，集約化する事務と部局長の下で行う事務の具体的な内容や事務処理のあり方，それらを

実施するための組織体制等について，詳細の検討を進める。

平成２４年１０月～平成２５年４月１日
●この検討の結果を踏まえ，全学的な事務の効率化・集約化等を行う。

　－事務処理体制を変更し，必要な事務室の移動等を行う。－

●事 務本部については，課及び課長の配置基準を設け（１２月５日），平成２４年４月１日の実施を目

途に，その基準に従い課及び課長の配置の見直しを行う。

　ま た，全学的な事務の効率化・集約化の検討と併せて，事務処理体制等の見直しを行う。
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資料２

資料３
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